

































































































































































（設立年） 1980 ― 84 1985 ― 89 1990 ― 94 1995 ― 99 2000 ― 
日系企業（n=12） 0 2 5 3 2
現地系企業（n=16） 1 2 2 8 3
（従業員数） 1 ― 99 100 ― 199 200 ― 499 500 ― 799 800 ― 
日系企業（n=12） 2 1 4 3 2
現地系企業（n=16） 2 3 3 2 6
最近 3 ヵ年のビジネストレンド
↓↓↓ ↓→→ →→↓ ↑↓↓ ↓→↑ ↓↑↑ ↑↑↓ →↑↑ ↑↑→ ↑↑↑ 
日系企業
（n=12）
1 1 1 4 1 1 3
現地系企業
（n=16）


























競争相手国 中国 インド パキスタン ベトナム スリランカ アメリカ EU 日本 韓国
日系企業 12 1 3 1
現地系企業 13 9 3 4 1 1 2
戦略 価格戦略 品質戦略 高付加価値・差別化戦略 市場拡大戦略
日系企業 7 7 2 0













































































































































































0 ― 9% 10 ― 19% 20 ― 29% 30 ― 49% 50 ― 69%
日系企業（n=12） 1 5 3 3




































































































































































































































　 日系企業（n=12） EPZ 内現地系企業（n=16）
ほとんど移動なし 0（0）　【0（0）】 9（56） 【10（48）】








































































　 日系企業（n=12） EPZ 内現地系企業（n=16）
管理職（工場長クラス）
第２段階：  　1（8）　 【0（0）】
第３段階：  　7（58） 【11（92）】
第４段階：  　4（33） 【1（8）】
第２段階：  　0（0）　 【4（19）】
第３段階：  　3（19） 【3（14）】
第４段階：  13（81） 【14（67）】
技術職
第２段階：  　1（8）　 【9（75）】
第３段階：  　8（67） 【3（25）】
第４段階：  　3（25） 【0（0）】
第２段階：  　1（6）　 【0（0）】
第３段階：  　5（31） 【9（43）】
第４段階：  10（63） 【12（57）】
監督職
第１段階：  　1（8）　 【0（0）】
第２段階：  　7（58） 【10（100）】
第３段階：  　4（33） 【0（0）】
第１段階：  　2（13） 【0（0）】
第２段階：  　5（31） 【8（38）】
第３段階：  　9（56） 【9（43）】
第４段階：  　0（0）　 【4（19）】
班長職
第１段階：  　1（8）　 【0（0）】
第２段階：  10（83） 【12（100）】
第３段階：  　1（8）　 【0（0）】
第１段階：  　5（31） 【2（10）】
第２段階：  　8（50） 【19（90）】
第３段階：  　3（19） 【0（0）】
一般労働職
第１段階：  　6（50） 【9（75）】
第２段階：  　6（50） 【3（25）】
第１段階：  13（81） 【18（86）】
第２段階：  　3（19） 【3（14）】
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基づいて効率的な生産システムを構築できる能力を持っていることが要求されることから、学
歴と関係した一定以上の基礎能力が必要とされるのではないかと推察される。
　これまでの議論より、「労働者が職場内の複数の職務や関連した隣の職場の職務を経験する
ことは、彼らの技能の幅を広げるだけではなく、機械・設備の異常に対処できる深い技能を習
得することにも資する」という第３仮説に関しては、今回の調査により見事に検証された。但
し、日系企業、現地系企業ともに職務の境界線が職位間で明確に引かれたままであることに加
え、日系企業における配置転換による技能形成の利点もいつまで続くかは疑問である。日系企
業の配置転換も労働者の技能形成の目的で導入されているというよりは、むしろ不足部署の対
応として行われていることが今回の調査でも明らかになっている。日系企業の経営者管理者も、
配置転換に対する労働者側の受け入れ方にも留意する必要があるのではないかと考えられる。
５．おわりに
　本研究は2003年以前に行った調査から約10年経った現在、日系資本および現地系資本の製造
業を対象に再び現地調査を行い、生産環境や競争戦略の変化、それに伴うHRMシステムや技
能形成プロセスの変化を、３つの仮説を検証することを通じて考察した。バングラデシュ経済
が大きな変革期に差しかかっている時期、このようなパネル調査を行う事によって幾つかの新
たな学術的成果を出すことができた。
　第１仮説の「長期的な雇用に基づく内部昇進制の導入は労働者の技能形成に資する可能性が
高い」に関しては、日系企業の内部昇進制度はほぼ完全に確立されたと言うことができ、労働
者の技能形成と結びついている。一方、現地系企業に関しては未だ内部昇進よりも外部市場か
ら熟練労働力を調達する傾向が強い。但し、今回の調査で見落とせないことは内部昇進制度を
機能させる要件の一つである一般労働職の離職率の低さは現地系企業の方が日系企業よりも低
いことに加え、もう一つの要件である低い学歴の労働者のキャリアの伸びも現地系企業におい
て著しいことであり、現地系企業の労働者の技能形成・向上が今後進むと考えられる。
　第２仮説の「労働者にとって、オープン、且つ公正な金銭的誘因を持ったHRMシステムの
存在は労働者の技能形成を促進することができる」に関しては、日系企業、現地系企業ともに
職務遂行能力に対する報酬である資格給の導入が大幅に進んでいる。資格給を決める査定者の
能力や公正性に関しては未だ問題はあるといっても、資格給は技能形成においてはプラスに働
いていることがわかった。また、能率給や技能手当の導入に関しては現地系企業の方が進んで
おり、労働者の技能形成を促進するような金銭的誘因が存在していることがわかった。
　第３仮説の「労働者が職場内の複数の職務や関連した隣の職場の職務を経験することは、彼
らの技能の幅を広げるだけではなく、機械・設備の異常に対処できる深い技能を習得すること
にも資する」に関しては、今回のパネル調査により見事に検証された。但し、日系企業、現地
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系企業ともに職務の境界線が職位間で明確に引かれたままである上に、日系企業の配置転換
による技能形成・向上の利点もいつまで続くかは疑問である。特に、今回の調査でも企業内訓
練の問題点が挙げられており、職務の境界線が職位間で明確に引かれたままでは組織全体の技
術・技能水準の底上げは望めないと考えられる。
　今や、日系企業や現地系企業といった資本の所有形態、生産拠点、業種に関係なく、企業は
国際大競争の時代に生き残りをかけて、生産性の向上、製品の質の向上、製品の高付加価値化
を図ろうとしている。バングラデシュで操業している企業も管理部門と生産部門間とのコミュ
ニケーションを強化し、組織全体の技術・技能水準の底上げを実現し、ひいては企業全体の生
産性および企業業績の向上を図る必要がある。個人の技術や技能が組織で共有化されるために
は、個人の利益と組織の利益が一致するようなHRM制度が早急に確立される必要があるので
はないかと考えられる。
（本論文の調査は、平成21年度学術振興野村基金（学術海外派遣）、平成22年度国際文化交流事業財団（海外派遣事業助
成金）、平成23年度学術研究助成基金助成金（基盤研究（C）：課題番号23530347）により遂行された）。
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